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【論説】



























ア中央代理権目録に登録することによって有効となる（一般民法典 245 条 2
項 1）。裁判所による成年者代理は、裁判所によって代理人が任命されるこ






にある者が除外の対象となる（同 243 条 1 項 3）。
すでに多くの件数を任命されている者も除外される。受任件数の上限は













ならない（一般民法典 243 条 3 項 9）。代理人が複数いても、オーストリア
中央代理権目録には、代理人ごとに異なる任務が登録される。
3　代理の終了
















































医師の診断書（公証人規則 140 条 h）を保管し、裁判所の要請に応じて提出
する。本人の福祉に危険が生じている場合には、本人は裁判所に対して、い
つでも適切な措置を求めることができる（一般民法典 259 条 4 項）。
6　責任
成年者代理人と配慮代理権者は、過失により損害を与えた場合には、本人







273 条 1 項）。この際、本人の福祉に必要な代理の行使が期待できない者お
よび本人が利用する施設と依存関係にある者は、代理人から除外される。





疑義が生じる場合には登録を拒否し、裁判所へ伝達する（同 263 条 2 項 23、




を講じることができる（一般民法典 259 条 4 項）。医療行為に関して本人と
代理人の意見が相違すれば、裁判所が決定する（同 254 条）。配慮代理権者
または成年者代理人が本人の居所を継続的に変更する場合においても、裁判
















































































援助して本人の同意を導く。252 条 2 項は、障害者権利条約の方針を実現し































































条 3 項および 254 条 3 項）。危険な状態を回避する必要がなくなった後も治
療が続く場合には、本人または代理人は、遅滞なく治療に同意しなければな















（1）に関しては、一般民法典 240 条 1 項が規定する。改正法は任意代理を
原則許容し、法定代理を「本人の権利と利益の維持に不可欠である場合にの
み」許容する。



































定された（一般民法典 239 条 1 項）。援助では本人の権利と利益の保持が不
可能な場合に代理が用いられることになり（一般民法典 240 条 1 項）、代理
は援助に対して補充的な手段となる。援助を行う者および援助方法に関して































1	 一般民法典 245 条「（2）選任された成年者代理または法定成年者代理は、
オーストリア中央代理権目録に登録することによって生じる。」




3	 一般民法典 243 条「（1）次の者は、配慮代理権者または成年者代理人とし

















9	 一般民法典 243 条「（3）複数の成年者代理人は、それぞれ異なる任務範囲
についてのみ、本人のために任命されることができ、オーストリア中央代
理権目録に登録されうる。」














12	 一般民法典 258 条「（5）配慮代理権者が被代理人の財産管理または収入の
管理を委託されている場合において、これが配慮代理権に指示されている
限り、215 条から 221 条が適用される。」
13	 一般民法典 258 条「（1）成年者代理人が被代理人の財産管理または収入管
理を委託されている場合には、成年者代理人は、収入と財産により個人的
な生活状況に適した本人の必要性を満たさなければならない。」
14	 一般民法典 258 条「（4）財産事務における成年者代理人の代理行為は、財
産事務が通常の経済活動に属しない限りにおいて、その法的有効性のため
に裁判所の許可を必要とする。167 条 3 項を準用する。」













17	 一般民法典 248 条「（1）配慮代理権者または成年者代理人は、監護裁判所
を除いて、代理人がその任務の行使において委託され、または知ることに
なった事実について守秘義務を負う。」




































裁判所による成年者代理人には、276 条 4 項が適用される。」
桐蔭法学 26 巻 2 号（2020 年）
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的能力の行使が困難な場合に本人の権利と利益を守るための最終手段とし
て利用されるべきものであり、かつ、代理人が本人に代わって意思決定を
する場合にも、法の趣旨に則り、できる限り本人の意思を尊重する」こと
が挙げられている（26 頁）。
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